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NY マーケットレポート（2020 年 11 月 12 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 22 時 00 分～午前 6 時 30 分まで） 
 

主要な米経済指標の結果 

10 月消費者物価指数（前月比） 0.0％（予想 0.2%・前回 0.2%） 

10 月消費者物価指数（前年比） 1.2％（予想 1.3%・前回 1.4%） 

10 月消費者物価指数[コア]（前月比） 0.0％（予想 0.2%・前回 0.2%） 

10 月消費者物価指数[コア]（前年比） 1.6％（予想 1.7%・前回 1.7%） 

10 月の米消費者物価指数は、前月比で昨年 1 月以来の横ばいとなった。エネルギーがプラスを維持した

ものの、4 ヵ月連続で伸び幅が縮小したことが影響した。エネルギーが 0.1％（前月 0.8％）、食品が 0.2％

（0.0％）、サービスが 0.1％（0.1％）衣料品が-1.2％（-0.5％）。一方、変動が激しいエネルギーと食

品を除いたコア指数も前月から低下した。 

 

データを基に SBILM が作成 

 

 

 

 

 



 
                                           

3 

新規失業保険申請件数 70.9 万件（予想 73.0 万件・前回 75.1 万件⇒75.7 万件） 

失業保険継続受給者数 678.6 万人（予想 675.0 万人・前回 728.5 万人⇒722.2 万人） 

米新規失業保険申請件数（11/7 までの週）は、前週比-4.8 万件と 4 週連続の減少となった。一方、失業

保険継続受給者数（10/31 までの週）も-43.6 万人と 7 週連続の減少となった。ただ、依然として緩やか

な改善ペースが続いている。 
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ダウ平均は続落、ナスダック、S&P500 は反落 

米株式市場では、米国で新型コロナウイルスの感染者数が連日過去最高を更新しており、経済活動が停

滞するとの懸念から主要株価指数は軟調な動きとなった。さらに、トランプ米大統領が中国人民軍との

関係を理由に一部企業への投資を禁止する大統領令に署名したとの報道を受けて、ダウ平均株価は一時

前日比 495 ドル安まで下落するなど、主要株価指数は終盤に下げ幅を拡大する場面もあった。ダウ平均

株価は、引けにかけて下げ幅を縮小して 317.46 ドル安（-1.08％）で終了。一方、ハイテク株中心のナ

スダックは 76.84 ポイント安（-0.65％）で終了した。 
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ドル円・クロス円は上値の重い動きが続いた 

NY 市場では、序盤に発表された 10 月の米消費者物価指数が前月から低下したことを受けて、米長期金利

が低下したことからドル/円は上値の重い動きとなった。ただ、同時に発表された新規失業保険申請件数

が 4 週連続の改善となったこともあり、ドルの下値は限定的だった。一方、新型コロナウイルスの感染

拡大を背景に、景気回復の遅れが懸念されて米主要株価指数が下落したことから、クロス円も軟調な動

きとなった。終盤には、トランプ米大統領が中国の一部企業に関して、中国人民軍との関係を理由に投

資を禁止にする大統領令に署名したとの報道を受けて、米中関係を巡る懸念が高まり、主要株価指数が

下げ幅を拡大するなど、ドル円・クロス円も上値の重い動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 
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